
第第 節節 ももののづづくくりり人人材材ののリリススキキリリンンググをを含含むむ能能力力開開発発のの現現状状

 製製造造業業ににおおけけるる能能力力開開発発のの現現状状

製造業における計画的な を実施した事業所の割合をみると、正社員については、

年度からおおむね 割を超える水準で推移し、全産業と比べてやや高い割合となっている。

年度から 年度にかけて割合が上昇していたものの、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響を受けた 年度には ％まで低下した。 年度以降は上昇し、

年度は ％となり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の 年度の水準（ ％）

を上回った。

正社員以外については、 年度から 割から 割の間での推移となっており、全産業と

比べてやや低くなっている。ただし、この「正社員以外」については、製造業の事業所で雇用

されている従業員を指すため、製造現場で働く派遣労働者は含まれていない点には留意を要

する。 年度は ％であり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の 年度の水

準（ ％）までは戻っていない（図 ）。

図 ：計画的な を実施した事業所の割合の推移

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した計画的な について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

               
     

          
     

          
          

     

          
          

     
          

     
          

                              

                    

               
     

          
                    

          
          

     
     

     
                         

                              
                    

 

  

  

  

  

  

  

  

  

                                

   

      

                            

全産業及び製造業における一般労働者の賃金（所定内給与額）の推移をみると、 年以

降は、それぞれ上昇傾向で推移し、 年には、全産業における賃金は 万 円であるのに

対し、製造業の賃金は 万 円となっている（図 ）。

全産業と製造業の賃金の差に着目すると、製造業の賃金は、全産業の賃金を一貫して下回

っている。加えて、両者の賃金の差額は 年時点で約 円であったが、 年において

は 万円を超えている。

図 ：賃金（所定内給与額）の推移

備考： ． 人以上の常用労働者を雇用する民営事業所における一般労働者の 月の所定内給与額。

． 年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」

を除外している。

． 年以前と 年以降では推計方法が異なる。

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（ 年 月）
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製造業における計画的な の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上

の事業所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～

人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：計画的な を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した計画的な について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業における を実施した事業所の割合をみると、正社員については、おおむね

割を超える水準で推移しており、全産業と比べて大きな差はみられない。新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大前の 年度までは緩やかな上昇傾向にあったが、 年度に ％

まで低下した。 年度は ％と上昇しており、 年度の水準（ ％）を上回った。

正社員以外については、 割から 割超の間で推移しており、全産業と比べて低くなって

いる。 年度は ％であり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の 年度の水

準（ ％）までは戻っていない（図 ）。

図 ： を実施した事業所の割合の推移

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

     

          

     

               

          
          

     

                    

                                   
               

          

                    

     
     

     

     

               

               
     

                    
     

                                   
               

          

          
     

     

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                                

   

      

                            

製造業における計画的な の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上

の事業所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～

人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：計画的な を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した計画的な について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業における の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上の事業

所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～ 人

規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ： を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業における自己啓発を行った労働者の割合をみると、正社員については、 年度以

降、おおむね 割前後で推移しており、全産業と比べてやや低い水準となっている。新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大期の 年度及び 年度は、 年度よりも上昇してい

るが、 年度及び 年度は低下した。上昇と低下を繰り返しており、横ばいの推移とな

っている。

正社員以外については、おおむね 割に満たない水準で推移しており、全産業よりもやや

低い水準となっている。正社員と同様に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大期の 年

度及び 年度は、 年度よりも上昇しているが、 年度及び 年度は低下した。

上昇と低下を繰り返しており、横ばいの推移となっている（図 ）。

図 ：自己啓発を行った労働者の割合の推移

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した自己啓発について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（個人調査）」（ 年 月）

     

     

     

     
     

     

          
               

          
               

     

               
     

               
               

     

     
     

          

     

     

     

     

     

     

                                   
          

     

     

     

          
                    

               
     

     

     

          

 

  

  

  

  

  

  

  

                                

   

      
                            

製造業における の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上の事業

所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～ 人

規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ： を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業における自己啓発を行った労働者の割合を事業所規模別にみると、従業員数

人以上の事業所における正社員は実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員

数 ～ 人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：自己啓発を行った労働者割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した自己啓発について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（個人調査）」（ 年 月）
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製造業において、従業員の自己啓発に対する支援を行っている事業所の割合は ％と

なっている。内容をみると、「受講料などの金銭的援助」が最も多く、支援を行っている事

業所のうち ％が行っている。次いで、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」

が ％、「就業時間の配慮」が ％となっている。事業所規模別にみていくと、規模

が大きい事業所の方が支援を行っている割合が高くなっている。内容別でみると「教育訓

練機関、通信教育等に関する情報提供」、「自己啓発を通じて身に付けることが望まれるス

キルや知識の提示」などについて、事業所規模ごとの差が特に大きくなっている（表

）。

表 ：自己啓発支援の内容（製造業、正社員）

備考： （ ）内の数値は支援を行っている事業所を とした割合。その他の支援及び不明の割合は省略。

．支援の内容は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

製造業における自己啓発を行った労働者の割合を事業所規模別にみると、従業員数

人以上の事業所における正社員は実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員

数 ～ 人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：自己啓発を行った労働者割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した自己啓発について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（個人調査）」（ 年 月）
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 製製造造業業ににおおけけるる能能力力開開発発のの課課題題

製造業において、能力開発や人材育成に関する問題があるとした事業所の割合は、 年

度では ％となっており、全産業よりも高い割合となっている（図 ）。

図 ：能力開発や人材育成に関する問題がある事業所の割合の推移

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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問題点の内訳をみていくと、「指導する人材が不足している」が ％と最も高い割合と

なっている。次いで「人材を育成しても辞めてしまう」、「人材育成を行う時間がない」、「鍛

えがいのある人材が集まらない」の順となっている。

事業所規模別に人材育成に関する問題点の内訳をみていくと、規模が大きい事業所の方が

「人材を育成しても辞めてしまう」の割合が高くなっている。一方で、「育成を行うための

金銭的余裕がない」及び「鍛えがいのある人材が集まらない」については、規模が小さい事

業所の方が高い割合となっている（表 ）。

表 ：能力開発や人材育成に関する問題点の内訳（製造業）

備考： ．（ ）内の数値は能力開発や人材育成に関する問題がある事業所を とした割合。

．問題点の内訳は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。不明の割合は省略。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

 製製造造業業ににおおけけるる能能力力開開発発のの課課題題

製造業において、能力開発や人材育成に関する問題があるとした事業所の割合は、 年

度では ％となっており、全産業よりも高い割合となっている（図 ）。

図 ：能力開発や人材育成に関する問題がある事業所の割合の推移

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

                         
     

                    
                    

               
                    

                              
          

          
     

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

                                

   

      
      

47ものづくり白書46

も
の
づ
く
り
人
材
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を

含
む
能
力
開
発
の
現
状

第
２
節

就業動向と人材確保・育成 第2章



製造業において、技能継承の取組を行っている事業所の割合は 年度では ％とな

っており、その内訳をみていくと、「退職者の中から必要な者を選抜して雇用延長、嘱託に

よる再雇用を行い、指導者として活用している」が ％と最も高い割合となっている。

次いで、「中途採用を増やしている」、「新規学卒者の採用を増やしている」の順となってい

る。

事業所規模別に技能継承の取組の内訳をみていくと、規模が大きい事業所の方が「技能継

承のための特別な教育訓練により、若年・中堅層に対する技能・ノウハウ等伝承している」

の割合が高くなっている（表 ）。

表 ：技能継承の取組の内容（製造業）

備考： ．（ ）内の数値は技能継承の取組を行っている事業所を とした割合。

．取組の内容は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他の取り組み及び不明の割

合は省略。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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 企企業業のの人人材材育育成成へへのの支支援援（（人人材材開開発発支支援援助助成成金金））

企業内における労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、雇用する労働者を対象に

職業訓練などを計画に沿って実施した事業主等に対して、訓練経費や訓練期間中の賃金の一

部等を助成している。

人への投資を加速化するため、 年度に「人への投資促進コース」及び「事業展開等リ

スキリング支援コース」を創設し、 年度まで高率助成により支援することとしている。

また、 年 月から、人への投資促進コースの長期教育訓練休暇制度について、労働者

が柔軟に休暇を取得できるよう時間単位の休暇を対象とするとともに、中小企業事業主にお

ける 人当たり賃金助成支給上限時間数、賃金助成額等を引き上げた。また、自発的職業能

力開発訓練の活用促進を図るため、訓練時間の下限を 時間から 時間に引き下げるとと

もに、職務関連の訓練に限ることとしていた要件について職務関連以外も認めることで長期

教育訓練休暇制度と組み合わせて活用しやすくするなど、引き続き、人材育成に取り組む事

業主等を支援していくこととしている。

なお、 年度の人材開発支援助成金（人材育成支援コース・教育訓練休暇等付与コース・

人への投資促進コース・事業展開等リスキリング支援コース）の支給決定件数は 件、

対象労働者数 人となっている。

製造業において、技能継承の取組を行っている事業所の割合は 年度では ％とな

っており、その内訳をみていくと、「退職者の中から必要な者を選抜して雇用延長、嘱託に

よる再雇用を行い、指導者として活用している」が ％と最も高い割合となっている。

次いで、「中途採用を増やしている」、「新規学卒者の採用を増やしている」の順となってい

る。

事業所規模別に技能継承の取組の内訳をみていくと、規模が大きい事業所の方が「技能継

承のための特別な教育訓練により、若年・中堅層に対する技能・ノウハウ等伝承している」

の割合が高くなっている（表 ）。

表 ：技能継承の取組の内容（製造業）

備考： ．（ ）内の数値は技能継承の取組を行っている事業所を とした割合。

．取組の内容は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他の取り組み及び不明の割

合は省略。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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人人材材開開発発支支援援助助成成金金をを活活用用ししたた人人材材育育成成でで高高品品

質質ななももののづづくくりりのの礎礎をを築築くく

山山金金工工業業（（株株））

所在地 ：福井県福井市

従業員数 ： 名

資本金 ： 万円

業種 ：金属製品製造業

山金工業（株）は、 年 月の北陸新幹線の金沢・敦賀間開業に沸く福井県福井市に位置

し、 年の創業から培った鉄板加工技術を基に、現在は学校や病院、福祉施設の間仕切り・ド

アなどの建材商品や工場、オフィスの備品など、幅広く製造している企業である。商品企画・開

発から生産・品質管理、販売まで一貫して自社で行い、顧客のニーズに応じたものづくりを高い

技術力で実現しており、県内だけでなく全国にシェアを広げている。

常に時代の変化を捉え、高品質の製品の提供を続けるためには、専門的な知識・技術を備えた

ものづくり人材が必要である。しかし、人手不足の中、学部・学科を問わず採用していることか

ら、社内でしっかりと人材を育成していくことが重要となっている。そのため、毎月人材育成に

関する会議を開催し、キャリアパスやスキルアップなど、具体的な人材育成の方針を定めるとと

もに、それに沿って新卒社員には、入社段階から と 訓練からなる個別の育成計画を作

成し、個々の状況を踏まえた人材育成を図っている。

新卒社員が入社後、ものづくりに必要な知識・技術を継続して習得していくためには、その前

段階としてものづくりの基礎を学ぶ必要があるため、同社では以前より新卒採用後の 訓練

を重点的に実施していた。日頃よりハローワークを利用していたことから、窓口で旧キャリア形

成促進助成金（人材開発支援助成金の前身）に関する情報の提供を受け、教材費や人件費の一部

が助成されることなどもあり、最初の申請から 年以上活用し続けている。

助成金を活用した新卒採用後の 訓練は、採用職種や専攻した学部・学科により内容など

は異なるが、設計職に配属された場合は、部内講師による鉄板加工の基礎や製品知識、 など

の理論と実習を 時間以上かけて学ぶ。

このような 訓練の実施により、ものづくりの基礎が身につき、その後の配属先による

訓練の効果的な実施につながっている。また、助成金の活用をきっかけとして、最大の訓練

効果が得られるよう、内容について当事者にヒアリングし、現場の要望を反映させるなど、社内

で常に見直しを図っており、より効果的な訓練を実施するためのサイクルが形成されている。こ

のように、将来を見据えた土台づくりを進めていき、その上で、ものづくりに必要な専門的な知

識・技術を積み重ねていく。

人材育成を会社づくりの要とし、時代の変遷の中、その積み重ねにより 年企業となった同

社は、今後においても、全社員がスキルアップできる環境づくりを続け、「信用第一」、「責任と

誠意」の理念の下、充実した人材育成と高い技術力により、顧客のニーズに応じたものづくりを

通して社会への貢献を続けていく。

図 ：工場 外観 図 ：訓練風景

資料：山金工業（株）提供 資料：山金工業（株）提供
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 評評価価制制度度とと技技能能のの振振興興

（（ ））技技能能検検定定制制度度

技能検定制度は、労働者の有する技能の程度を一定の基準に基づき検定し公証する国家検

定制度であり、 年 月 日現在、 職種が実施されている。ものづくり分野の労働者

を始めとする労働者の技能習得意欲を増進させるとともに、労働者の社会的地位の向上等に

重要な役割を果たしている。

年度は、全国で約 万人の受検申請があり、約 万人が合格しており、 年

度の制度開始からの累計では、延べ約 万人が技能士となっている。

（（ ））団団体体等等検検定定制制度度

これまで、職業能力の開発及び向上並びに労働者の経済的社会的地位の向上等に資するよ

う、事業主等が、その事業に関連する職種について雇用する労働者の有する職業能力の程度

を評価するために行う検定であって、技能振興上奨励すべき一定の基準を満たすものを厚生

労働大臣が認定する社内検定認定制度を推進してきた（ 年 月 日時点で、 事業主等

職種が認定）。

これに加えて、 年 月に、当該事業主等が雇用する労働者以外の者も対象として行う

検定であって、労働市場において一定の通用力があり、企業内における処遇改善の目安にな

るものを厚生労働大臣が認定する団体等検定制度を創設した（ 年 月 日時点で、 団

体 職種が認定）。

（（ ））技技能能五五輪輪国国際際大大会会

青年技能者（原則 歳以下）を対象に、技能競技を通じ、参加国・地域の職業訓練の振興

及び技能水準の向上を図るとともに、国際交流と親善を目的として開催される大会である。

年に第 回大会が開催され、 年から原則 年に 度開催されており、我が国は

年の第 回大会から参加している。

直近では、 年 月にフランス・リヨンで「第 回技能五輪国際大会」が開催され、

か国・地域の 人が参加し 職種の競技が行われた。

日本選手団は、 職種の競技に 人が参加し、「産業機械」や「自動車板金」などの 職

種で金メダルを獲得したほか、銀メダル 個、銅メダル 個、敢闘賞 個を獲得し、金メダ

ルの国別獲得数では世界 位の成績を収めた（金メダリスト：図 ・ ・ ・

・コラム「第 回技能五輪国際大会（フランス・リヨン）出場者の声」）。

また、 年に開催予定の第 回技能五輪国際大会について、開催地として日本・愛知が

選ばれた。我が国では、 年の東京大会、 年の大阪大会、 年の静岡大会に続き、

回目の開催となる。

人人材材開開発発支支援援助助成成金金をを活活用用ししたた人人材材育育成成でで高高品品

質質ななももののづづくくりりのの礎礎をを築築くく

山山金金工工業業（（株株））

所在地 ：福井県福井市

従業員数 ： 名

資本金 ： 万円

業種 ：金属製品製造業

山金工業（株）は、 年 月の北陸新幹線の金沢・敦賀間開業に沸く福井県福井市に位置

し、 年の創業から培った鉄板加工技術を基に、現在は学校や病院、福祉施設の間仕切り・ド

アなどの建材商品や工場、オフィスの備品など、幅広く製造している企業である。商品企画・開

発から生産・品質管理、販売まで一貫して自社で行い、顧客のニーズに応じたものづくりを高い

技術力で実現しており、県内だけでなく全国にシェアを広げている。

常に時代の変化を捉え、高品質の製品の提供を続けるためには、専門的な知識・技術を備えた

ものづくり人材が必要である。しかし、人手不足の中、学部・学科を問わず採用していることか

ら、社内でしっかりと人材を育成していくことが重要となっている。そのため、毎月人材育成に

関する会議を開催し、キャリアパスやスキルアップなど、具体的な人材育成の方針を定めるとと

もに、それに沿って新卒社員には、入社段階から と 訓練からなる個別の育成計画を作

成し、個々の状況を踏まえた人材育成を図っている。

新卒社員が入社後、ものづくりに必要な知識・技術を継続して習得していくためには、その前

段階としてものづくりの基礎を学ぶ必要があるため、同社では以前より新卒採用後の 訓練

を重点的に実施していた。日頃よりハローワークを利用していたことから、窓口で旧キャリア形

成促進助成金（人材開発支援助成金の前身）に関する情報の提供を受け、教材費や人件費の一部

が助成されることなどもあり、最初の申請から 年以上活用し続けている。

助成金を活用した新卒採用後の 訓練は、採用職種や専攻した学部・学科により内容など

は異なるが、設計職に配属された場合は、部内講師による鉄板加工の基礎や製品知識、 など

の理論と実習を 時間以上かけて学ぶ。

このような 訓練の実施により、ものづくりの基礎が身につき、その後の配属先による

訓練の効果的な実施につながっている。また、助成金の活用をきっかけとして、最大の訓練

効果が得られるよう、内容について当事者にヒアリングし、現場の要望を反映させるなど、社内

で常に見直しを図っており、より効果的な訓練を実施するためのサイクルが形成されている。こ

のように、将来を見据えた土台づくりを進めていき、その上で、ものづくりに必要な専門的な知

識・技術を積み重ねていく。

人材育成を会社づくりの要とし、時代の変遷の中、その積み重ねにより 年企業となった同

社は、今後においても、全社員がスキルアップできる環境づくりを続け、「信用第一」、「責任と

誠意」の理念の下、充実した人材育成と高い技術力により、顧客のニーズに応じたものづくりを

通して社会への貢献を続けていく。

図 ：工場 外観 図 ：訓練風景

資料：山金工業（株）提供 資料：山金工業（株）提供
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図 ：第 回技能五輪国際大会

車体塗装職種

金メダリスト 星野 悠音選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

自動車板金職種

金メダリスト 小石 嵩陽選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供

図 ：第 回技能五輪国際大会

再生可能エネルギー職種

金メダリスト 郡安 拓海選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

美容 理容職種

金メダリスト 濱吉 優希選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供
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第第 回回技技能能五五輪輪国国際際大大会会（（フフラランンスス・・リリヨヨンン））

出出場場者者のの声声

産業機械職種 金メダル

清水 源樹選手

（（株）デンソー）

産業機械職種では、高度にシステム化された生産工場に数多く設置されている、自動化、ロボ

ット化した産業設備や機械設備についての維持、管理、修理技能を競う。フランス・リヨンで開

催された第 回技能五輪国際大会で金メダルを獲得した清水選手にお話を伺った。

【【大大会会にに出出場場ししたたききっっかかけけ】】

ものづくりが好きで中学生の時に技能五輪を知り、洗練された技能で活躍する先輩たちの姿を

見て、自分も挑戦したいと思った。

【【大大会会にに向向けけ苦苦労労ししたたこことと】】

あらかじめ課題が公開される全国大会とは違い、国際大会は課題が競技開始の直前に公開とな

るため、その場での対応力や判断力が必要になる。競技中の様々な場面で、自分はその瞬間何を

考えたのか、その時の最善の方法は何か、技能についての反省はもちろん、自分自身の人間的な

弱点について反省し、対応力を高めていくことに時間を費やした。

【【大大会会にに出出場場ししたた感感想想】】

日目、課題を完成させることができなかったが、気持ちを切り替え、誰よりも最後の 秒まで

諦めず作業することができた。閉会式で金メダルを受け取った時は、うれしさと同時にホッとし

た。たくさんの方に支えてもらい、その方々に胸を張って感謝を伝えることができて良かった。

【【大大会会でで得得たた経経験験ををどどののよよううにに活活かかししてていいききたたいいかか】】

技能五輪を通じて技能だけではなく、人間的な部分も成長することができた。この経験を次の

世代へ継承していくとともに、自分の技能を更に磨き、新しい技能を身に付け、誰よりも頼りに

なる技能者を目指したい。

【【ここれれかからら大大会会をを目目指指すす方方々々へへののメメッッセセーージジ】】

技能はもちろん、人として成長できるとても良い機会になると思う。誰にも負けない技能と自

信を付けて、 年日本・愛知で行われる技能五輪国際大会で我が国の技術、技能を世界に見せ

つけてほしい。

図：産業機械職種の課題に取り組む清水選手

資料：厚生労働省提供

図 ：第 回技能五輪国際大会

車体塗装職種

金メダリスト 星野 悠音選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

自動車板金職種

金メダリスト 小石 嵩陽選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供

図 ：第 回技能五輪国際大会

再生可能エネルギー職種

金メダリスト 郡安 拓海選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

美容 理容職種

金メダリスト 濱吉 優希選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供

53ものづくり白書52

も
の
づ
く
り
人
材
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を

含
む
能
力
開
発
の
現
状

第
２
節

就業動向と人材確保・育成 第2章

コラム


